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研究成果の概要：本研究の目的は、アメリカとドイツの公民教育の多様なカリキュラムや実践

を比較研究の対象とし、「公共性」をどのようなものとしてとらえ、構造化されているかを理論

的に考察・分析し、その特質を解明することである。本研究において明らかにしたことは次の

３点である。(1)公共性の基盤を民主主義社会においている点では共通しているととらえられる。

(2)「公共性」の構造は一様ではなく、「作られたものとしての公共性」「作っていくものとして

の公共性」という二面性の間での重点の置き方が各カリキュラム・実践において異なっている。

③「公共性」のとらえ方の違いは公民教育の意義と役割のとらえ方の違いと関連しており、具

体的なカリキュラム・実践においては内容編成と方法原理の違いとして現れる。 
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 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 1,800,000 0 1,800,000 
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１．研究開始当初の背景 
 民主主義社会の担い手としての公民的資
質の育成を目標とする公民教育は、教育の内
容編成や方法原理において「公共性」という
概念が大きな位置を占めていると考えられ
る。この基本的考え方のもとに、以下の３つ
の動向をふまえて研究の構想に至った。 
(1)近年の教育改革の流れの中で公共性とい
う概念をめぐっては多義的な議論がなされ
ていたが、公民教育に関連するものとしては、
「個人と社会」「権利と義務（責任）」等の関
係のとらえ方・扱い方をめぐるものであった。
(2)社会科（公民）教育研究においては「社

会形成の社会科」が「意思決定型教育論」の
流れの中で提起され、公共的な課題を扱う教
育論の研究が進められてきた。 
(3)公民教育の知的基盤ともいえる社会・人
文諸科学の分野においても、細分化された専
門分野に閉じこもり、学問的な実証を中心的
課題として社会的問題に総合的にコミット
しない傾向を批判する形で、「公共哲学」と
いう考え方の重要性が提起されてきた。 
このような状況が、公民教育の目的・内

容・方法を考察するための重要な課題を提起
していると考え、「公共性」を視点として具
体的な公民教育プログラムを分析・考察する
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こととした。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、公民教育のカリキュラム
や実践が内包している「公共性」の構造を理
論的に分析・考察し、カリキュラム・実践上
の特質が「公共性」のとらえ方とどのように
関連しているかを明らかにすることである。
「公共性」という考え方を内包する多様な公
民教育についての考え方を担保するため、我
が国と同様の民主主義国家であり、連邦制国
家としての教育行政体制をとっているアメ
リカとドイツの公民教育に関する多様なカ
リキュラムや実践を比較研究の対象とする。
「公共性」を視点として多様な公民教育のあ
り方を比較・考察することで、民主主義社会
における公民教育のあり方を考察する基盤
を形成することである。 
 
３．研究の方法 
本研究は、文献・資料の分析と現地での実

地調査をふまえ、総合的に考察を進める形で
研究を行った。 
(1)まず、米国およびドイツにおいて開発され
た公民教育のカリキュラム・教科書・教材・
実践報告などを収集し、その教育プログラム
の目的・内容・方法を主な分析指標として、
内包されている公共性の構造を主な観点と
して分析を行うことで、教育プログラムの構
造と特質を明らかにした。 
(2)資料の分析から抽出した研究上の課題や
疑問点をもとに、米国およびドイツでの公民
教育のカリキュラムやプロジェクトの開発
および教育実践に関する実地調査（開発者に
対する聞き取り調査や授業実践の観察など）
を行った。 
(3)文献資料の分析結果と現地調査の結果を
もとに、「公共性」に視点をあてた公民教育
プログラムとしての特質を明らかにすると
ともに、教育プログラムが内包する「公共性」
の構造を比較考察することで、その類型を明
らかにする基盤を形成した。 
 
 
４．研究成果 
 
(1)先行研究における公共性を視点とした分
析枠組みの抽出 
 社会科教育（公民教育）における公共性を
視点とした先行研究の分析から、公共性は大
きく２つの側面からとらえられていること
が明らかになった。それは、公共性を社会を
規定する何らかの性質を表したものとして
静的にとらえるものと、公共性を社会そのも
のとしての公共圏（公共空間）のあり方（性
質）を表したものとして動的にとらえるもの
である。公民教育で扱われる具体的な内容で

示すならば、前者は社会の政治や経済などの
制度やそれらを規定している法、人々の行動
を規定する様式としての文化などであり、後
者は社会的判断や決定を行う上での人々の
意思決定や議論がおこなわれる社会的空間
（公共空間）がどの程度対等・自由・誠実で
あるかというものになる。これらのことを、
我が国の公民教育が前提としている民主主
義社会という視点からとらえるならば、前者
は民主主義社会を法や制度によって形作ら
れるものとしてとらえており、後者は民主主
義社会を人々の議論や意思決定という公共
的な活動の連続体として形成されるものと
とらえているといえる。 
 
(2) アメリカ公民教育プログラムの特質 
①法関連教育プロジェクト－Law in Action 
Series の場合 
 本プロジェクトは、1970 年代に Linda 
Riekes らによって 1970 年代に開発された法
関連教育プロジェクトである。公共性を「自
分たちで作り上げるものとしての公共性」と
とらえ、その公共性を育成するために「コミ
ュニティへの関与」を基軸にし、「コミュニ
ティへの関与」を地域社会で起こっている法
的社会的問題への対処と位置付けて、法的社
会的問題に対処するためにルール形成や法
形成（実現）のために必要な知見でもってそ
の内容を構成していること、公民教育におい
て法的問題に対処する「コミュニティへの関
与」そのものが、自分たちの社会をより良い
ものとし、また「自分たちの社会を自分たち
で作り上げること」に他ならず、「自分たち
で作り上げる公共性」を直接的に育成するこ
とが可能になるプロジェクトである。 

本プロジェクトの特質は、コミュニティと
いう公共空間においてルール形成・法形成を
行う参加型学習であり、法を定められたもの
として固定的にとらえるのではなく、公共空
間における人々の議論や判断によって作ら
れるものであるととらえることで、主体的な
社会的活動への指向とそれを行いうる資
質・能力を発揮することが可能な社会的空間
を公共空間としてとらえることを可能にす
るとともに、公共空間での公共的な活動によ
って形成された法が公共性を担保するとい
うこともとらえることが可能になっている。
いわば、公共性を動的な側面からとらえてい
るプロジェクトであるといえる。 
 
②参加型学習プロジェクト－Project Citizen
の場合 
本プロジェクトは、アメリカ公民教育センタ
ー(Center for Civic Education)が開発した中
等教育用プログラムであり、コミュニティの
問題に関して子どもたちが積極的に参加し、
問題解決に取り組めるような知識・技能や能



 

 

力、意識を育成することを目的としている。
本プロジェクト教材は、1996 年に開発され
て出版されている。この教材は 2006 年と
2007 年にリニューアルされ、現在では第５
学年から第８学年までのレベル１と、第９学
年から第 12 学年までのレベル２の２種類が
開発されている。 
 本プロジェクトが育成しようとしている
市民は、民主主義社会において公共政策に対
して積極的に関与していこうとする責任あ
る市民である。本プロジェクトでは単なる社
会参加では責任ある市民とは言えないとし、
民主主義社会を担う主体的な市民として次
の３つの条件を設定していると考えられる。
①確かな知識・技能に基づく知的基盤を有す
る良識ある市民、②確かな方法に基づく社会
調査能力を備えた、開かれた（公共的な意識
を備えた）市民、③民主主義社会の価値や原
則を理解し、社会参加を通じて公共善の実現
をめざす責任ある市民。 
 本プロジェクトの特質は、民主主義社会を
理念や制度の学習を通じて知的に学ぶ側面
と、地域の社会的問題の解決に参加すること
で体験的に学ぶ側面との両方を有しており、
静的な側面と動的な側面の両方から公共性
をとらえていることである。学習としては、
これまで社会が積み重ねてきた作られた公
共性としての民主主義社会の理念や制度・法
を理解しつつ、それらの知識を活用すること
で地域社会の問題を社会という公共空間に
おいて解決する活動を行うことで、公共空
間・公共性をつくりあげていくという構造に
なっている。このプロジェクトの場合、既存
の理念や制度・法を基本的には知的基盤とし、
その枠組みの中での社会的活動を構築する
ことになるため、現在の民主主義社会の性質
としての公共性は静的な意味合いが強くな
る。いわば、「つくっていく公共性」は、あ
くまでも「作られた公共性」の大きな枠組み
の中で「つくっていく」ひとまわり小さい「公
共性」になる。 
 
③サービスラーニングプロジェクト－
Public Achievementの場合 
 本プロジェクトは、ミネソタ大学ハンフリ
ー公共政策研究所内の「民主主義とシティズ
ンシップのためのセンター(Center for 
Democracy and Citizenship)」が開発した「パ
ブリック・アチーブメント・プロジェクト
(Public Achieveme-nt Project)」であり、主
体的な社会参加活動を実際に行うことを通じ
て、民主主義やシティズンシップに関する基
本的な概念や考え方を学ぶことを目的として
いる。本プロジェクトは、教科といった公式
の学校カリキュラムに位置づけ形で構成され
ているわけではなく、教科の中の投げ込み授
業としての実践か、あるいは教科外の学習活

動の選択肢の一つとして行われることを想定
している。 

社会参加型学習プロジェクトである「パブ
リック・アチーブメント」は、具体的な社会
問題について調査・判断を行うとともに、具
体的な解決策とそれを現実社会で実行・反映
させる教育プロジェクトである。目的を持っ
た活動を現実社会の様々な立場の人との関わ
り合いの中で実践することで、民主主義社会
のプロセスに関する知識・技能を習得すると
ともに、自らの社会的な有能性を実感するこ
とで、民主主義社会を担う見識ある有能な市
民の育成をはかっている。公共空間における
具体的な経験を通じて、公共圏（社会）を担
う市民としての資質を育成するプロジェクト
である。 
 本プロジェクトの特質は、社会的問題の解
決を現実社会の場で行うことにあり、公共空
間としての社会の場が教育の場ともなってい
る。公共的な社会活動に子ども自らもその一
員として参加し、公共空間の形成そのものに
参画することが重視されている。市民の相互
作用によって社会を形成するということは、
民主主義社会の基本原理であり、民主主義社
会をとらえなおし、民主主義社会における市
民性のあり方とその育成について、大きな示
唆を与えてくれるものである。本プロジェク
トは公共性を動的なものとしてとらえ、具体
的な問題解決活動を重視するものとなってい
る。また、このような特質が学校の正規のカ
リキュラムに取り入れることを困難にしてい
ることにも目を向けるべきである。 
 
(3)ドイツ公民教育プログラムの特質 
 ドイツ公民教育の分析においては、旧東ド
イツ諸州における前期中等公民系教科目につ
いて概観した後、それらの一事例としてザク
セン州中間学校の 2004年版ゲマインシャフ
ト科／法教育を取りあげ、その教科目目標と
全体レベルや単元レベルの構成を 1992年版
ゲマインシャフト科／法教育も参照しつつ分
析し、公民系教科目としての特質や理念また
近年の改革の方向性を明らかにした。 
 ザクセン州中間学校の 2004年版ゲマイン
シャフト科／法教育では，次の五点によって
1992年版ゲマインシャフト科／法教育とは異
なる公民系教科目の教育が図られているとま
とめられる。 
①民主主義政治的陶冶のための目標の重点を
民主主義の知識理解から遂行能力育成へと移
動させている。ザクセン州では従来から公民
系教科目を民主主義の政治的陶冶のための教
科目として位置づけてきた。その目標の重点
を今回、民主主義を知識として理解させるこ
とから、民主主義を知識として理解するだけ
でなく遂行して社会の形成に取り組めるよう
にすることへ変化させている。 



 

 

②目標の重点移動に従い、自国体系理解中心
の全体構成を自社会体系探求中心の全体構成
に改めている。  
③そのような全体構成のもと、各単元を各領
域や各社会の仕組みの受容学習でなく仕組み
の問題の判断学習として構成している。2004
年版ゲマインシャフト科／法教育では、各単
元において、対象となる各領域や各社会を
個々の構成領域や構成要素ごとに取りあげ、
関連する問題によって扱い、学習者に分析・
判断させる。仕組みの学習の実質を改め、無
批判的な受容の学習から批判的な判断の学習
に変更し、個人的判断中心ではあるが、市民
社会の市民として既に在るものを鵜呑みにせ
ず、また、他者に流されず、根拠をもって合
理的な判断をつくりだす学習を可能にしよう
としている。 
④これらの変更に基づき、公民系教科目の教
育を既に在るものに適応させるための教育か
ら、新たなものを形成できるようにするため
の教育へと移行させている。この教科目は、
全体レベルも各単元レベルも一見するとオー
ソドックスなつくりであるかのように見える
が、ボトムアップの批判的な社会形成の論理
を組み込むことで実質を変えている。学習者
を市民社会の市民と位置づけ、その政治的意
思形成のための能力育成をねらっており、そ
のために既存の社会の各領域や各次元を取り
あげつつも、それらを問題によって扱い、学
習者を政治的意思形成のための営みへと導き
入れている。なお十分とはいえないが、学習
者が市民社会の市民として教室内において公
共圏という公共的意見形成空間の営みに取り
組むものとして公民系教科目をつくりなおす
ことにより、学習者が既に在るものを自明視
せず新たな形成に批判的に取り組めるように
する形成の教育を可能にしている。  
 ⑤民主主義政治的陶冶のための公民系教科
目教育の基本役割を無批判的政治的判断教化
から批判的政治的判断形成へと転換させるこ
とである。民主主義に基づく既存の秩序を受
け容れさせる社会秩序適応教育の無批判的政
治的判断教化を乗りこえ、民主主義に基づい
て秩序をつくりだせるようにする社会秩序形
成教育の批判的政治的判断形成へと公民系教
科目の役割や内実を改めようとしているのが、
2004年版ゲマインシャフト科／法教育である。 
 
(4)公共性を視点としたカリキュラムの比較 
 公共性を視点としたアメリカとドイツの公
民教育カリキュラム・教育プロジェクトの分
析の結果、民主主義社会のとらえ方・表し方
については、①既存の民主主義社会の伝統を
引き継ぐことを重視した静的なとらえ方、②
対等な人々の自由で責任のある議論や行動な
どによって作られる公共空間としての社会を
重視する動的なとらえ方の２つに大きく分け

られる。①の場合は、教育内容は政治理念や
制度、憲法・法が中心となり、教育方法とし
ては知的に理解していることがおもな学習活
動となる。②の場合は、法や制度に関する知
識理解の重要性を含みつつ、具体的な社会的
問題の解決に必要な思考力・判断力と具体的
な行動計画策定能力・行動実践能力が教育内
容となり、具体的な問題解決という活動を通
じて知識・能力・態度を総合的に学習する教
育方法がとられる傾向にある。 
 また、今回分析対象としたドイツの公民教
育カリキュラムのように、行政が策定した普
遍的なカリキュラムという形では、②に近い
考え方を背景にしながらも、行政が策定する
カリキュラムという普遍的な要素をふまえる
必要性からか、学習方法を中心にして①の要
素を色濃く内包している。一方、投げ込み教
材的なプロジェクト学習プログラムにおいて
は、カリキュラムのように公民教育の全体像
を示す責任からある程度解放されることもあ
ってか、教育目的に合わせた形での教育内
容・教育方法を編成している。今回分析対象
としたものは②に近いものであったが、民主
主義社会を公共空間としての社会ととらえる
場合、②のような考え方に基づく教材がこれ
からも開発されるのではないかと考える。 
今回取りあげたカリキュラム・教育プロジェ
クトは、②（前項：以下同じ）の考え方にや
や偏る傾向があったが、本科研の先行研究に
おいて①に近いタイプのカリキュラム・プロ
ジェクトの分析を行っていることもあり、本
科研では②のものの具体的な分析と報告が中
心となった。先行研究も含めた全体的な比較
という観点からまとめるならば、「これまで積
み重ねてきた民主主義社会の伝統を『作られ
た公共性』として次の世代にも教育していく」
という考え方と、「これまでの民主主義社会の
仕組みやルールをふまえつつも、絶え間ない
社会的問題の解決を通じて社会に改良を加え
つつ社会を作り続けていくという『作ってい
く公共性』を担えるように教育していく」と
いう二つの大きな考え方の間で、公民教育の
あり方が揺れ続けているということであろう。
また、これら２つの考え方は、どちらがある
べき公民教育の理念かという対立的にとらえ
るものではなく、これらの対立を止揚素する
状態を具現化したカリキュラムや教育実践プ
ログラムをどのように開発していくのかとい
うことが重要であるというのが、本研究の時
点での結論である。 
 
(5)本研究の意義と今後の課題 
 民主主義社会の担い手に求められる公民
的資質を育成する公民教育は、民主主義社会
の原理に沿う形で公共性を考えていくべき
であるというのが現時点での結論であるが、
これは目新しいものではない。逆に、この古



 

 

い結論をどのようにカリキュラムや教育実
践として具現化していくのか（具現化できる
のか）ということが大きな課題である。平成
20年に改訂された新学習指導要領は「公共」
を重要な概念の一つとしているが、民主主義
社会における「公共」をどのようにとらえる
か、また、それが教育理念のレベルに留まる
のではなく、公民的資質の育成を具体的に担
っている公民教育のカリキュラム・教育実践
プログラムにどのように具現化していけば
よいのかが、公民教育のとっての重要な課題
となっている。また、このような課題は、我
が国に限ったことではなく、多くの民主主義
国家が抱えているものでもあるであろう。そ
れらの国々の公民教育の分析と比較研究を
進めるとともに、具体的なカリキュラム・教
育実践プログラムの開発研究を進めること
が、社会科教育・公民教育研究、教科教育研
究にとっての課題であろう。 
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